
留保財産の概要（旧鹿児島港湾合同庁舎）

物件の概要
所 在 地：鹿児島県鹿児島市泉町18番1
面 積：1,836.23㎡
用途地域 ：商業地域
建蔽率・容積率：80%・300%
最寄りの交通機関等：南西約2㎞にＪＲ鹿児島本線「鹿児島中央駅」

写真：国土地理院
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※財務省九州財務局
　鹿児島財務事務所提供資料



※建物（事務庁舎及び付属棟）は今後解体予定

付属棟

事務庁舎

【参考】事務庁舎の東側から
錦江湾や桜島を望む

対象財産（土地：1,836.23㎡）

現況写真
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○ 令和元年６月１４日の財政制度等審議会国有財産分科会の答申において示されたように、有用性が高く希少な国有地は、現在世代

のみで費消し尽くすのではなく、将来世代にも裨益する観点から、留保財産として国が所有権を留保し、地域・社会のニーズを踏まえ、

定期借地権による貸付けで活用を図ります。

○ 将来においてより多くの行政需要が生じる可能性があるか等との観点から、基本的には、首都圏・近畿圏をはじめとした各地方の経

済・行政の中心となる地域に所在する一定規模以上（1,000～2,000㎡）以上の国有地を目安としつつ、それら以外の地域も含め、それ

ぞれの地域や個々の土地の実情等の個別的な要因も考慮して、総合的に判断し留保財産を決定します。

○ 留保財産の決定は、国民共有の財産の取扱いに係る重要なものであることから、留保すべきか否かの判断は、地域の実情に通じて

いる国有財産地方審議会で審議の上、個々の財産ごとに決定します。なお令和４年３月末現在、計６０の財産を留保財産として選定し

ております。

地域・規模の目安

留保財産の選定について

・ 人口増加や再開発エリア、コンパクトシティ実現のための立地

適正化計画における都市機能誘導区域内に位置するなど、今後、

地域・社会のニーズが見込まれる土地

・ 2,000㎡未満の土地であるが、公共交通機関のターミナル駅至近

など立地条件が非常に優れ、基準容積率が高く、高度利用が可能

など、希少性や有用性が高い土地

地域や規模の留保基準を満たさないものの、個別的な要因から
留保財産とする例

・ 土地の形状が路地状である、あるいは道路幅員や接道の長さが大

規模建築物等の建築に係る条例を満たしていないなど、開発制限

が大きく、かつ、当該制限を緩和する可能性も見込まれない土地

・ 地域における活用が特に考えられず、地価も低く、万が一、将来

に取得の必要性が生じても、代替地の取得に特に支障がないと考

えられる土地

地域や規模の留保基準を満たすものの、個別的な要因から
留保財産としない例
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利用方針の検討

公的な要望
の受付
（３か月）

民間のニーズ
調査

地方公共団
体との議論
※必要に応じて
協議会を設置

定
期
借
地
権
に
よ
る
貸
付
け
を
前
提
と
し
た

最
適
利
用
を
図
る
た
め
の
利
用
方
針
を
決
定

十分な期間

随意契約
による利活用
の意見あり

競争入札
による利活用
の意見あり

審
査
委
員
会
の
設
置

条
件
設
定(

※
)

【事業用定期借地権による貸付け】
（１０年～３０年以内）
競争入札による利活用の意見があった場合と同様に、
二段階一般競争入札により対応

①地域から民間収益施設（スーパーや物流倉庫等）のみの整備に
よる利活用の意見がある場合には、意見に応じた条件を設定する
②地域から利活用の意見がなかった場合には入札にあたって活用
用途の条件設定はしない

企
画
提
案
書

受
付

審
査
通
過
者
の
決
定

価
格
競
争
入
札

落
札
者
の
決
定

企
画
提
案
書

審
査

第２段階第１段階

（※）土地の有効利用を促すための条件を審査委員会及び地元地方公共団体の意見を聴取しながら設定。

入
札
公
告

財務局等
による審査

定借の
相手方
の決定

随意契約
締結

見積り
合せ

要望なし

要望あり

利活用の
意見なし

民間収益施設のみの
利活用の意見あり

公的な利活用
の意見なし

留保財産の利用方針の策定

○ 留保財産については、地域のニーズを広く掘り起こしつつ、定期借地権による貸付けを前提とし、公的な利活用の

要望等がない場合でも、用途を限定しない定期借地権による貸付けの入札を実施します。

○ 仮に入札が不調に終わった場合でも、一時貸付けも含め貸付けによる活用を再度検討します。
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